〈消費税廃止各界連〉

12月度定例宣伝用スポット（07年12月17日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、消費税廃止各界連です。この12月に消費税が強行採決されて19年が経過しました。私たちは、消費税大増税に反対する宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。

みなさん。今月の13日に、自民党・公明党の「来年度（08年度）与党税制改正大綱」が出されました。そこでは消費税を「社会保障の主要な財源」と位置づけ、将来の税率引き上げを打ち出しています。１カ月前には政府の財政審議会、政府税制調査会、自民党の財政問題研究会などが「消費税は社会保障の中心的な財源」として、税率引き上げを提言しました。自民党などは「社会保障税」と名前を変え、２０１５年には10％にする、との具体的な話までしています。

福田首相は、「08年度は消費税を上げない」といったばかりです。その一方で、いっせいに消費税増税の大合唱がおこなわれ、「安心できる社会のためには消費税増税に頼るしかない」と社説を出す新聞まで現れました。これは、来年にも予想される総選挙を乗り切ったら、「いよいよ消費税増税をおこなうぞ」という地ならしにほかならないのではないでしょうか。

みなさん、国民生活の状態はどうでしょうか。景気がよくなったのは大企業だけです。庶民は９年連続で給料が減るなど、暮らしはいっそう厳しくなっています。長く続いた「構造改革」という名前の雇用破壊、暮らし破壊で、非正規社員は増大、年収２００万円以下の人は１０００万人を超えました。いまは、原油高で灯油が値上がりし寒冷地の人たちは大変な苦労をしています。毎年２２００億円も社会保障予算を削るという冷酷な政府の福祉破壊により、国民のあちこちから悲鳴が上がっています。一方、まったく法的根拠もない米軍への思いやり予算は、福祉の削減額と同じ２２００億円以上です。また、ブッシュ大統領との約束を果たすことを最優先にして、インド洋で米軍の艦船などへ気前よく無料給油するための「新テロ特措法」をなんとしても成立させようと、国会も来年１月15日まで「再延長」しました。これこそ、「逆立ち」としか言いようのない政治の姿ではないでしょうか。
みなさん、いまこそ、税金の取り方、使い方に国民が厳しい監視の目を向け、声をあげていくことが大事です。削ると言えば「社会保障」。増やすと言えば「消費税」、政府・与党の凝り固まった考え方を転換させる必要があります。日本の社会保障支出はＧＤＰ（国内総生産）比で20％弱、ヨーロッパ諸国は軒並み30％近くです。日本は社会保障水準がまだまだ低いのが実態です。
消費税を引き上げるのを一番望んでいるのは、だれでしょうか？　それは、バブル期以上の大もうけを上げている大企業、減税で笑いが止まらない大金持ちです。日本経団連は９月に、「国際競争力」を口実に、「消費税率の引き上げ」と「法人税率の引き下げ」をセットで提言しました。また、企業の社会保障負担分をゼロにするために、消費税を「社会保障目的税」とすることも要望しています。
みなさん、こんな身勝手な要求を認めてもいいでしょうか？　定率減税の全廃によって、ことし（07年）も所得税、住民税合わせて１・７兆円が増税されました。その一方、大企業・大金持ちには、研究開発減税や減価償却の優遇、証券税制の軽減税率（20％を10％）で１・７兆円の減税です。まさに、絵に描いたような「逆立ち税制」そのものではないでしょうか。また、（07年度予算の分も含め）国民が支払った消費税は１８８兆円にもなりますが、大企業などが払う法人税は１５９兆円も減税になりました。ここには、消費税が福祉のためなどではなく、大企業と大金持ちの減税のために使われてきたことがはっきりと示されています。
いま必要なのは、官僚と商社の癒着で水増しなどが大問題になっている総額５兆円もの軍事費など、無駄と浪費を徹底的に見直すこと、そして、大もうけしている大企業や大資産家へのゆきすぎた減税をやめて、応分の負担をもとめることです。日本共産党以外の政党に対して毎年３００億円以上も渡している「政党助成金」なども廃止するべきです。こうして「税金の集め方、使い方」を見直せば、社会保障制度を拡充しながら、国の財政を再建することも可能になります。

消費税19年の歴史は、社会保障も財政も悪化の一途をたどったというのが実態でした。
いまこそ、「消費税増税ノー」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。消費税廃止各界連絡会がすすめている署名にご協力ください。
